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巻頭の辞 

2008年度報告書発行に寄せて 

今日、子どもを取り巻く環境は急激に変化するとともに、ますます複雑多様化しております。です

から、これからの 21 世紀を担う子どもたちが健やかで心豊かに育っていくためには、学校教育の
充実のみならず、家庭や地域の教育力の向上を図り、地域全体で子どもを育てていこうという取り

組みが必要です。われわれ文部科学委員会も、問題意識を同じくして様々に取り組んでいる次第で

す。 

USECは 2008年の 5月に設立され、学校・地域・家庭の教育力を連携させ、我が国全体の教育力
の向上を志して立ち上がったNPO法人です。この１年間、主に学校支援地域本部事業の中で、地
域の教育力の向上、地域の活性化のために様々な活動を行って来られたこと、きわめて意味深いも

のであると考えております。特に、地域教育連携の要となるコーディネーターの役割・養成に関し

て様々な取り組みを行っているほか、全国的な調査研究も手がけられたと承っています。 

USECの今後の活動に期待するとともに、我が国のこれからの教育の発展に、より一層のご支援・
ご理解をいただくことを祈念して、USEC初年度報告書発行へのお祝いの言葉とさせていただきま
す。 

衆議院 文部科学委員会委員長  岩屋 毅 

 

※また、本報告書の発行に際し、以下のメッセージを頂戴しております。 

設立初年度からの多方面の活動を聞き及んでおります。今後のさらなる広範な活動に期待してお

ります。 
独立行政法人 国立青少年教育振興機構 理事長 

前 文部科学省文部科学審議官 
田中 壮一郎 様 

 
学校支援に関する活動とともに、今後の情報モラル教育についての活動に期待しています。当学

会としても、有機的な連携ができればと考えております。 
日本情報科教育学会 会長 
電気通信大学院 教授 

岡本 敏雄 様 
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第１部 USECの概要 

１．USEC設立趣意 

 近年、しばしば我が国の教育が崩壊の危機に瀕していると言われます。確かに、学校においては

学力低下・いじめ・不登校・学級崩壊などの現象が見られ、家庭においても不十分なしつけや育児

放棄などが問題になり、そして地域社会は少子高齢化や都市化・過疎化の影響を受けて従来の機能

を果たさなくなってきています。これが、２０世紀後半、戦後の廃墟の中から復興を成し遂げ、世

界を驚嘆させた経済大国日本の姿であるとは信じがたい状況が、我々の眼前にはあります。次の時

代を担う「教育」に関する問題が２１世紀に入って深刻さを増していることは、我が国を支えた「人

間力」の衰退を示唆しているようにも見え、私たちは強い危機感を抱いています。 

 この問題を解決するためには、「学校」「家庭」「地域社会」という３つの主体が互いに協力し相

互に作用しあって「人間力」を高めていく営みをしていく必要があります。「子どもの教育」だけ

ではなく、家族や保護者、地域住民をも巻き込んだ「学びの場」の活性化が、教育再生の重要な鍵

を握ると私たちは考えています。 

 そして、この考えに基づいて具体的に教育再生の取り組みを行うべく、私たちは『u-School推進
コンソーシアム』を結成するに至りました。”u-School”とは、(1) 「いつでも、どこでも、だれで
も」参加できる＝Ubiquitous、(2) 「学びの場」「人が群れる」＝School、この２つを繋ぎ合わせ
たものであり、私たちの目指す「人間力を涵養できる社会のあり方」そのものを指しています。 

 私たちは、既存の小・中学校が核となって ICT を活用しながら家庭・地域を巻き込む教育コミ
ュニティを作っていく活動を、組織的に支援します。さらに、地域教育コミュニティどうしの連携

によって「教育する者どうしの互助ネットワーク」を整備し、次世代を育成する教育インフラを構

築していくことを目標としています。 

 加えてこのような地域的な ICT活用の取り組みが広がっていくことは、政府の提唱する「IT新
改革戦略」をも大きく推進することにつながり、科学技術立国を目指す我が国の重要なインフラと

して、私たちの取り組みが貢献できることを願ってやみません。 
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２．USECの問題意識 

学校・家庭・地域社会の信頼関係を構築する 

学校の教育力は低下したのか？  
 昨今、学校教育は崩壊の危機に瀕していると言われます。

「学力低下」「学級崩壊」など、刺激的な言葉が毎日のよう

に新聞やテレビを賑わせています。実際、様々な調査結果

は、わが国の児童生徒の学習意欲の低さや学習時間の短さ、

そして学力テストの成績が国際的に決して優れた水準には

ないことを示しています。 
 このような教育問題の根源は「学校の教育力の低下にあ

る」と言われることも多いのですが、本当に学校の教育力

は低下したのでしょうか。教育問題の多くは、本当に学校のせいなのでしょうか。 

学校の負担が極度に増大した 
 私たちは「学校の教育力」が低下したとは認識していません。しかし、学校は以前に比べて、非

常に多くのものを求められるようになったと考えています。今や学校・教員の仕事は授業や学校生

活に関する指導に留まらず、学校が終わった後の生活や家庭の問題に関わる負荷も増大しています。

中学校ともなれば、部活の顧問教諭は土日も指導に携わることが多く、仕事を離れる日が週に１度

もないといった状況があります。 
 これらは必ずしも学校や教員でなければできない仕事ではありません。しかし、家庭や地域社会

が担うべき教育機能が適切に果たされなければ、学校がなんとかせざるを得ません。その結果とし

て、学校・教員は本来の仕事である「授業」にかける時間や労力を十分にとれない状況に追い込ま

れています。 

開かれた学校の難しさ 
 家庭や地域の教育力が低下したと言うと、「それは学校が閉鎖的で協力しようにも協力できない

からだ」という反論が聞かれます。実際、学校が社会に「開かれている」とは言えない側面も多い

でしょう。 
 学校がなかなか社会に門戸を開かない理由として、安全管理の難しさが挙げられます。学校に参

加する人が必ずしも善意の人であるとは限りません。そのチェックに充てる労力も確保できない状

況では、無責任に学校をオープンにするとは言いにくい状況は理解できます。いわゆる「モンスタ

ーペアレント」という言葉に代表されるように、学校に無理難題を要求する人がいないわけではあ

りません。学校をオープンにして文句を言われるくらいなら、殻を閉じてしまいたい…という心理

が働くことも考えられます。 
 結果として、学校と家庭や地域社会が、相互に不信感を持っている状況があります。本来は助け

合って教育に取り組むべきパートナーが、歩み寄って手を携えにくい状況があるのです。 
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学校で伸ばすべき「学力」とは 

さまざまな「知」のあり方 
 右の図に示したように、一言で「知」といってもさまざまな種類

があります。わかりやすいので英語で示していますが、日本語にも

さまざまな表現があり、常識・倫理・人間関係のスキル・知識・情

報…など数え上げればキリがありません。 
 これらの「知」はどうやって教育されるべきなのか。私たちは、

常識・倫理といった社会を生きる上で必要不可欠な知は、学校教育

以前に家庭や地域で獲得されるべきだと考えています。もちろん、

生活に密接した知やマナー・モラルといったものを学校教育が無視

して良いわけではありませんが、やはり学校教育の中心は「ものを

考えるための基礎的な知識」と「考えるために必要なデータや情報

を集める力」と「知識とデータ・情報に基づいて論理的ないし科学

的に考え、判断する力」を培う所にあるべきだと考えます。 

適切な情報を集め、考え判断できる人材を育てるために 
 情報社会の到来は、「知」の構造をも大いに変えました。IT(ICT)を利用することにより、われわ
れは多くの情報・データにたやすくアクセスできるようになりました。今や、インターネットや書

籍を通じて得られる情報・データを「知っている・覚えている」ということは、必ずしも重要なこ

とではない場合もあります。 
 そしてこの時代に必要性が増したのが、(1)適切な情報を集め、(2)考え判断できる、という２つ
の力です。知識だけではなく、「いま何を調べるべきか」と「それらを使って何を考えるか」が大

事になったのです。 
 我が国は、次世代をテストで高得点のとれる人材に育てるべきなのでしょうか。 
 私たちは、適切な情報を集め、思考し判断できることこそが「学力」であると捉え、学校がこの

力を培う場所になるべきだと考えています。 
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第２部（１）学校支援地域本部事業に関する問題意識 

本事業の課題とその要因

• 課題１：地域や一般社会から学校への信頼感の不足
– 学校で教育活動がどのように行われているかが見えにくい
– 学校と地域社会が密接な関係を持っていない場合が多い

• 課題２：学校から地域社会に対しての信頼感の不足
– コーディネーターや地域住民の学校・教員文化への理解が不足
– コーディネーターが信頼関係をつなげられていない場合がある

• 課題３：教員およびコーディネーターの役割が不明確
– マニュアルやガイドラインが未整備である
– 先進事例の「良い結果」ばかりが注目されている
– 学校・コーディネーター・地域のいずれも実践経験が不足している
– 関連事業が多く、各事業間での役割分担・すみ分けが不明確である

 

課題１：地域や一般社会から学校への信頼感の不足 

要因１．学校で教育活動がどのように行われているかが見えにくい 

 地域社会を構成する市民の学校に対するイメージは、通常は生徒として通っていた時期の経験に

根ざしています。そのため、教員の授業以外の業務や、学校経営・運営の実態について、一般市民

はあまり理解を持っていません。保護者や地域住民が学校や教員の仕事をよく知らないゆえに、「教

員が忙しい」という実情もまた理解されないと言えます。そのため、学校における教育活動と、そ

れに伴う教職員の行動や負担が不透明な中では、地域住民や一般社会からの信頼感は醸成されにく

い状態にあります。 

学校支援地域本部事業は、地域と手を取り合いながら、子ども達の成長に寄与する事業です。そ

のためにはまず、学校という教育活動の場において、どのような教育が子どもたちにもたらされる

べきか、そしてそのために教師は何をするべきかを明らかにする必要があります。その上で、学校

においてなすべきことの中で、地域と学校が協力して取り組むにはどのような支援がどの程度必要

なのかを、学校側から地域住民へと積極的に公開していくことが求められるといえるでしょう。 

要因２．学校と地域社会が密接な関係を持っていない場合が多い 

 学校への一般市民の関わりは、主に「保護者」としての側面が大きいのではないでしょうか。実

際のところ、PTA や保護者として学校行事にかかわることはあっても、自治会やその他の地域活
動と学校の活動がつながらない部分も多いため、その他の形で学校に関わることは少ないようです。
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つまり、地域住民にとっては自分の子どもが在校している時は関わりやすい一方で、子どもが卒業

してしまった途端に敷居が高くなってしまう場であるとも言えるでしょう。 

 学校としても、近年「開かれた学校づくり」が推進され、地域住民との関わりを重視した学校運

営を進めており、学校評議員制度などで地域の声を吸い上げようと努力しています。とはいえ、保

護者や学校評議員以外の形でも様々な関わり方があるということが、必ずしも明らかではないため、

PTA や評議員などに属さない地域住民との関係、つまり広い意味での「地域社会」とは、それほ
ど密接な関係が築けていないことが多いといえます。 

課題２：学校の地域社会に対する信頼感の不足 

要因１．ボランティアやコーディネーターの学校文化・教員文化への理解が不足

している 

 学校は、ある意味で特殊な環境にあるといえます。まず、年間計画が前年度の後半から作成され、

行事予定や予算はその計画をもとに行われています。したがって、急な予定の変更には融通が利き

づらい環境です。また、組織の構成員である教員は、学級や部活動、校務分掌などで 1人に複数の
担当が割り当てられ、教員はそれを同時並行的にこなす必要があります。その上、毎年人事異動が

行われ構成員が変化していきます。担当教員の流動性が比較的高いということも特徴的です。 

 こうした学校や教員に特徴的な文化を理解しないまま、地域住民がボランティアやコーディネー

ターとして学校に関わろうとすると、必然的にすれ違いが増えてしまいます。例えば、担当教員が

異動によって変更になった際に、地域住民が前任者と比較して現任者を評価（前の先生はこうだっ

たのに…等）してしまうなどが挙げられます。そうしたすれ違いによって、教員側が「自分達は理

解されていない」「逆に仕事が増えてしまった」と感じてしまう事例も少なくないようです。ボラ

ンティアやコーディネーターとして関わる場合、こうした学校・教員の文化を予め理解しておくこ

とが求められているといえるでしょう。 

要因２．コーディネーターが信頼関係をつなげられていない 

 学校には、教師と生徒、保護者や地域住民、行政関係者などのように、様々な関係者が存在して

います。しかしながら、この多種多様な関係者の間で、必ずしも双方が十分な信頼関係を築いてい

るというわけではありません。そうした関係者間の信頼関係を築くのが、コーディネーターの重要

な役割だとUSECは考えています。 

 しかし、現状においてはその役割がまだ十分に機能していないのではないでしょうか。まず、依

頼のあった業務を遂行すること、つまりボランティアを探すことや学校とコーディネーターが関係

を作ることに手一杯で、学校と地域の関係をつなぐことにまで手が回っていないことが考えられま

す。 

 USECが実施したアンケート（後に記載）によれば、地域の多くの人が学校支援への意欲を持っ
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ていることが分かります。その一方で、具体的にどのように関わったらよいのかが分からないとい

う点も推察されます。コーディネーターが中心となって、学校と地域住民を結ぶということに主眼

を置いたコーディネーター像が求められているといえるでしょう。 

 ともすると何かの行事を学校と地域が連携しながら行わなくてはいけないのではないかと思わ

れがちです。もちろん、行事や支援を行うことを否定するのではありません。ただ、大切なことは、

子ども達のために共に教育活動を行うことを通じて、学校と地域がつながりを取り戻していくこと

だと USECは考えています。 

課題３：教員およびコーディネーターの役割が不明確 

要因１．マニュアルやガイドラインが未整備 

 学校内にコーディネーターを配置するという本事業は、学校にとっても地域住民にとっても斬新

な試みとなります。しかし、その実施にあたってのマニュアルやガイドラインはあまり整備されて

いません。もちろん、それぞれの地域で様々な取り組みが行われており、画一的なマニュアルを作

成すればいいというのは安易過ぎるかもしれません。しかし、こうした新しい取り組みにおけるル

ール作りや、必要に応じて使える便利なツールが用意されていることで、教員やコーディネーター

が安心して取り組むことを支援することができるともいえます。 

 例えば、学校内での子ども達の安全を守るための防犯のガイドラインや、支援を通じて知りえた

個人情報の取り扱いに関するガイドライン、あるいはコーディネーターが持っていると便利な道具

一覧などは、枠組みとして整備されているべきではないでしょうか。 

要因２．先進事例の「良い結果」ばかりが注目される 

 先進事例を見ると、その理念や成果に目が行きがちです。もちろん、素晴らしい事例も多く、こ

れから取り組もうとしている方々にとっては目標設定や動機付けなどの側面も期待でき、参考とな

るでしょう。しかし、実際にコーディネーターや教員という立場で本事業を行うには、そうした結

果を見る視点よりも、そこに至る過程の中で起きた体験談や失敗談、その中で生まれた工夫といっ

た事例の形成過程にこそ、着目するべきです。本事業は「できることを、できる範囲で、できると

ころから」行うことが重要です。結果だけではなく、実践過程の中で生まれた「智恵」の共有が望

まれます。 

要因３．学校・コーディネーター・地域いずれも実践経験が不足している 

 繰り返しになりますが、本事業は学校にも地域住民にも、もちろんコーディネーターにとっても

新しい取り組みです。したがって、実戦経験が豊富であるところがごく少数であり、多くの場合は

手探りの中で事業を進めることになります。こうした状況では、コーディネーターや教員にかかる

負担は少なくないでしょう。このような負担を軽減し、本当に力を入れるべき点に注力するには、

コーディネーターや教員を対象にした研修プログラムが必要となると USECでは考えています。 
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 先進的な事例は文部科学省などでも把握しており、USECが 2008年度に行ったシンポジウムに
おいても様々な事例の報告が行われています。そうした中から、学校が取り組むべきポイントや教

員の意識の改善、あるいはコーディネーターにとって必要な力量や技術などは、ある程度抽出でき

ると考えられます。それらをもとに、コーディネーターを養成するプログラムを開発していくこと

が求められるといえるでしょう。 

 また、同様にボランティアを養成する研修も視野に入れる必要があると考えています。ボランテ

ィアに関わる地域住民が、自分が学んだことを発揮する場として本事業を活用するのがよいという

方向性を文部科学省が示していますが、前述したように学校・教員を取り巻く文化を理解する必要

があります。また、学校における教育活動とどのようにつなげていくのか、生徒とどのように関わ

っていくのがよいのか、という点を考えあわせると、地域住民の学びの発表の場として機能するか

どうか、再考の余地があります。むしろ、自らが住む地域・学校に対して貢献をするという意識を

醸成しながら、その上で自分の経験を生かした支援へとつなげていくような流れも考えられ、この

点についてはなお議論を要すると考えています。 

要因４．関連事業が多く、事業間での役割分担が不明確である 

 現在、学校や子ども達を支援するにあたって、様々な施策が執り行われており、同様に様々な団

体や個人が関わっています。例えば、事業でいえば放課後子ども支援事業や家庭教育サポーターな

どがありますし、PTA や各種青少年団体などは、行事支援や交通安全といった面で、すでに学校
や子ども達の支援に取り組んできた実績があります。また先述したとおり、学校は 1年ごとに教員
の異動があり、かつ 1年ごとに年間計画を策定して取り組むといった文化を持ちます。学校支援の
取り組みが具体化されたとしても、異動の影響もあって継続しづらいという弱点もあります。 

 そうした中で「学校支援地域本部」が設置され、学校がコーディネーターを通じて地域住民に支

援の依頼をするという形に変わるためには、時間を要するところです。先進事例を省みれば、本事

業においては必ずしも新しい事業に取り組まなければならないということではなく、むしろこれま

で地域住民との協働によって行われてきた様々な支援活動をサポートしていくことも求められて

います。そのためには、学校支援を単発に終わらせず、継続していくために組織化していくことが

重要です。各事業において重複している点を見直し、また各事業の隙間になっている点を見つけ出

しながら、さらなる支援体制の整備へとつなげていくのです。つまり本事業には、地域の教育力向

上にかかわる様々な支援の基盤整備という位置づけがあると言えるのではないでしょうか。 
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第２部（２）解決策の方向性 

解決策の方向性

• 学校と地域の信頼関係の再構築
– ３つの壁を越える方法を考える

• コーディネーターの人材養成
– ルール・ガイドラインとツールの提供
– 知識・スキルを培う研修プログラム
– 「反省的実践」の手法

• 実態調査とその分析、事例の検証
– 現場の実態調査
– 調査に基づく研究
– 成功事例のプロセス検証

 

解決策１：学校と地域の信頼関係の再構築に向けて 

 本事業の主な関係者は、学校・地域住民・コーディネーターです。コーディネーターを媒介とし

て、学校と地域が互いに連携して活動をしていくためには、この三者の信頼関係を築くことが不可

欠と言えます。そのために、越えなくてはならない 3つの壁があると USECは考えています。（次
頁の図を参照） 

第１の壁 

都市化が進んだ地域の多くでは、学校は地域社会とは切り離された形で運営されてきました。定

員の関係から、地域社会のまとまりと学区が異なる場合も多く、地域と学校の連携がほとんど取ら

れてこなかった所も少なくありません。私たちは、このような学校と地域の関係を「4人称的関係」
と呼んでいます。まずは「教育を良くするために、学校と地域が手を組もう」とすることが、第１

の壁を乗り越えることです。学校はその教育活動について保護者だけでなく地域住民にも情報を提

供し、同時に地域も学校に関わる意識を持つことが必要になります。そして互いの活動を把握し、

協力すれば双方の教育力をより高められるのではないかということに「気づく」ことが第一歩とな

ります。この段階にある地域のコーディネーターは、まずは学校と地域の橋渡しをすることになり

ます。そのために、学校文化・教員文化の特殊性を理解するとともに、地域との関係を構築してい

くことが求められます。コーディネーターが双方と対話できるようになることが、第１の壁を越え

るポイントになると考えられます。 
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４人称的関係

“無視”の関係

３人称的関係

“They”の関係

２人称的関係

“You”の関係

１人称的関係

“We”の関係
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第１の壁 第２の壁 第３の壁

それぞれの壁を越えるのに、何が必要なのか？

 

第２の壁 

学校の情報提供に応じて学校支援の輪が広がり始めても、図の「3人称的関係」においては学校
から依頼されたこと以上のことに、ボランティアはあまり関わろうとしません。「必要があるから

助けてあげているんだ」といった意識が蔓延しやすく、ある種の当事者意識が育たない場合も見ら

れます。こうした「学校のお手伝い」の領域から、本当の意味で学校を支援していく段階へと移行

することが望まれます。すなわち、互いに置かれている立場の違いを理解しながら、子どもや学校

が直面している課題について認識をともにしていくこと、またその課題について互いに議論し、ど

のような解決方法があるかを探っていくことが重要となります。 

 この第２の壁を乗り越えるために、コーディネーターは学校と地域ボランティアそれぞれと目線

を合わせる必要があります。例えば、学校では管理職教員や支援本部担当の教員、あるいは実際に

ボランティアを活用して授業をする先生の間では、見解の相違があることもしばしばです。ボラン

ティアをする地域住民も、自発的に来た方と所属している団体の活動の一環で来た方とでは意識に

違いが見られます。こうした様々な方々と協働するためには、この支援に立ち会うことになった動

機や行ってみたい教育（子ども達に伝えたいメッセージ）など、本事業に関わるきっかけとなった

ことを色々な角度から聴くとよいでしょう。このやり取りを丁寧に行っていくことで、実際にボラ

ンティアに関わる際の誤解などを避けることができます。そして次第に「２人称的関係」、すなわ

ち問題を共有し、対話しながら解決策を探る関係性へと深化することができるのです。 

第３の壁 

 そして、第３の壁は、「2人称的関係」と「1人称的関係」の間にあります。学校・教育の課題を
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共有して互いに議論ができる段階でしたが、そうして発見された課題や解決策を、今度はともに主

体性を持って協力しながら解決していける段階が 1人称的関係です。すでに、学校や地域住民の中
で、現在この学校が抱えている課題や、目指すべき教育の姿などはある程度共有されています。と

もに手を携えて子ども達の教育に関わるという想いを土台として、互いをパートナーとして受け入

れていきます。 

 この段階では、学校側の担当教員はもちろん、コーディネーターも最初の段階から交替している

可能性もあります。しかし、ある特定の人が学校を去ることで本事業が停滞してしまう、といった

ような属人性だけに頼る段階ではありません。学校の文化を理解した上で事業計画を出し、学校の

情報を様々に引き出しながら互いに進めていきます。新しくボランティアに関わる地域住民に対し

ても、個人情報の取り扱いや子ども達との距離のとり方など、必要な研修を準備・運営できる力を

持っています。学校支援地域本部は、コーディネーターを中心に自立的に運営ができる、学校にと

って欠かせないパートナーという存在となっています。 

解決策２：コーディネーター等の人材養成 

ツール
（行動様式を規定するもの）

ルール・ガイドライン
（意識・規則を規定するもの）

ノウハウ・知識 モラル・理念

Sense
（暗黙知・実践知）

コーディネーターの人材養成と、事業の体制整備の概念図

自らの実践と、
その省察から
獲得するもの

教育研修などで
身につけるもの

システムとして
用意されるべき
もの

 

 本事業を成功に結びつける重要な要素として、コーディネーターの育成があります。コーディネ

ーターは信頼関係の媒介者であるとともに、学校ボランティアの募集・説明・日程調整などの実務

もこなすキーマンになるからです。そこで USEC は、コーディネーターの育成プログラムと、サ
ポートのための仕組みを提供することが、問題解決の一歩となると考えています。具体的には、コ

ーディネーターが活動しやすい環境づくり、コーディネーターに求められる知識や技術を身につけ

られる研修、そして活動を通じて得られる経験から学んでいくための手法の 3つです。 

１．システムとして用意されるべきもの 

 まずコーディネーターが活動しやすい環境づくりは、主に活動のルールやガイドラインと、活動

を補助するツールの 2つに分けることができます。 

ルールやガイドラインは、関係者が協議して作るとなると、考え方・価値観の相違などから合意

形成が非常に難しくなることが考えられます。従って、スタンダードなルールをもとに、一部その
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地域・学校に特徴的な事情に配慮した条項を加除する程度で策定できることが求められるでしょう。

具体的には、活動を通じて知り得た情報の守秘義務がある点の注意喚起や、個人情報の取り扱い

に関する原則といったことなど、危機管理に関する事項がその中心となります。また、学校支援の

活動の中では様々な問題が起こることが想定されるため、問題が起きた際にコーディネーターや校

長が「悪者」にならないよう、「ルールを盾にできる」ような環境整備も求められています。 

 活動を補助するツールは、支援本部事業の始動にあたって関係各所と円滑に連携をとるための補

助となるものです。具体的には、担当教員と初めて打ち合わせを持つ際に聞いておくべき事項のリ

ストや、学校がどのような教育活動を意図し、どのような支援が必要なのかを明らかにするための

ヒアリングシート、あるいは学校側から公開された情報を地域住民・ボランティアの方へと迅速に

伝えることのできる安価な IT システムなどが中心になると考えています。また、地域住民が授業
支援などに入る際に困らないように、持ち物や学校での決まりを確認できるボランティアキットが

作成できるマニュアルや、新規ボランティアへの面談の際に使用できる面談用ヒアリングシートな

ども想定しています。活動にあたってプラスとなる要因を増加させることに着目したものです。 

２．教育研修で身につけるもの 

 次に、コーディネーターに求められる知識や技術を身につけられる研修です。これは、知ってお

くべき知識と、求められる技術や能力の 2つに分けられると考えています。知っておくべき知識と
は、学校という場所に特有の文化（1年ごとの人事異動など）といった抽象的なものや、教員とス
ムーズにやり取りをするためのノウハウ（打ち合わせしたことは必ず文書化して互いに保存するな

ど）といった具体的なものまでを指します。これらの多くは、先進的な事例における実践の積み重

ねから抽出できると考えています。 

 求められる技術や能力については、コーディネーターの役割を考えることで明確化されます。つ

まり、コーディネーターは学校教員や地域住民、また子ども達に関わる場合もあることを考えると、

異なる世代・背景を持つ多くの人々とコミュニケーションを取ることが求められる役割です。した

がって、コミュニケーションにおける重要なポイントを系統的に学べる研修によって、事業の円滑

な実施に寄与できると考えられます。 

３．自らの実践と、その省察の中から獲得されるもの 

 最後に、活動を通じて得られる実戦経験から学んでいくための手法について考えてみます。コー

ディネーターは、事前には規定できない状況の中で関係者と関わっていきます。一つひとつの問題

をどう位置づけ、どう解決するかという方法は、地域・場合に応じて無数に考えられます。こうし

た中では、事例集等にある外部の模範的な回答に従うというよりも、その場その場での実践を関係

者と共に振り返りながら、次の行動へとつなげていくという反省的実践（教員やケアワーカーの実

践に代表される）の手法がより有用だと考えられます。豊富な経験を、ともに活動するコーディネ

ーターやボランティア、あるいは学校教員との会話や議論を通じて振り返り、次の行動の道しるべ

にしていくような学びあいの場を用意することが求められると言えるでしょう。 
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解決策３：精緻な実態調査・研究や、成功事例のプロセス検証の必要性 

 各地で様々に蓄積されているノウハウを、ケーススタディという形で抽出し、コーディネートに

おけるポイントを明確化するには、コーディネートにおける精緻な実態調査・量的質的な研究が欠

かせません。特に、下図のように多層にわたるコミュニケーションを経て実施される事業において

は、現場の声が政策・事業体制等に反映されにくく、様々な形での実態調査が必要となります。 

学校（校長） コーディネーター

ボランティア教員

市町村教委

都道府県

国

意識の壁

意識の壁

現場の声を政策・事業体制に反映させるためにも、
現場の実情・率直な意見を、第三者を通じて収集すべき。

ヒアリング調査

質問紙調査

アウトカム調査

 

 これらの実態調査で得られた知見は、先述したルールやガイドライン等に昇華されるほか、スタ

ーターキットや教育研修プログラムの開発にも生かされるべきものです。特に本事業は、その位置

づけが地域によって異なるため、現場のニーズに応じた様々な資源の用意が必要と考えられます。 

 また、本事業の位置づけがやや不明確である点なども影響し、いまだ本事業に取り組んでいない

学校や地域にとって必要な点は、本事業に取り組むことで得られる結果をイメージし、そこに至る

までの過程が可視化され、そしてスタートを切る際にも具体的に何を行えばよいのかが明確である

ことが求められるといえます。 

 まず、本事業に取り組むことによって得られる結果は、先進事例を集めた事例集によってイメー

ジすることが可能です。どのような意図を持って、どのように取り組んだのか、その結果として何

が変わったのかを可視化することによって、学校支援地域本部事業の 1つのゴール像を捉えること
ができます。学校や地域の関係性を構築する第一歩を踏み出すために他地域の事例を知ることは、

とても意味のあることだと考えられます。 

 同時に、実際に支援本部を設置し、学校や地域住民とのやり取りを具体的に作っていくためには、

成功事例のほかにも参照すべき事例もあるのではないでしょうか。つまり、成功事例にたどり着く
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過程において当該地域のコーディネーター自身が苦心したことや工夫した点、試行錯誤した点など、

現在から振り返ったときに留意すべき事例は、結果としての成功事例と同様にコーディネーターの

学びに有意義であると考えられます。本事業の実施に際して先達の経験を伝えることで、より広範

な地域でより進んだ形の支援本部事業の実施がサポートできると考えられます。 

 さらに、スタートを切る際に具体的に何をすればよいのかが明確であるという点も、事業を支援

する一助となります。本事業のような新しい取り組みに際しては、大きな枠組みと同様に具体性の

ある「教科書」があることで、支援本部で行われる事項の概要を知ることができ、安心感につなが

ります。これは、実際に学校や地域に関わるコーディネーターだけではなく、地方自治体における

担当者に対しても有用でしょう。 

 教科書や事例集、先に述べたルールやツールの整備といったスターターキットによって、コーデ

ィネーターの負担を軽減し、それによって各地域の実情に沿った活動という重要な部分に注力する

ことを支援します。 
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第２部（３）今後の取り組み方針 

１．横断的調査研究の実施 

(ア)コーディネーターに対する、質問紙およびヒアリング等による調査 

(イ)学校（校長）および教員に対する、質問紙およびヒアリング等による調査 

(ウ)システムとしての観察調査（全関係者の動き・役割を俯瞰的に記述する） 

２．本事業を開始する自治体・地域・学校への支援 

(ア)プロセス重視の事例集の作成 

(イ)スターターキットの作成 

(ウ)汎用システムの提供（携帯電話で簡単に操作できるツールの提供） 

３．コーディネーター育成プログラムの開発 

(ア)スキルとノウハウ 

(イ)モラルと理念 

(ウ)コーディネーターのコミュニティ形成の支援 

(エ) 反省的実践のための高度なコーチングプログラムの開発 

これまで述べてきたように、学校支援地域本部事業の課題は、地域・学校・コーディネーターの

信頼関係の構築という点と、そのために各々の役割を明確化するという点、特にコーディネーター

の役割を明確にし、彼らをサポートするために必要な道具や規則、研修が必要であるという点にあ

ります。USECは、こうした課題を解決するため、今後の取組方針を以下のように定めます。 

 まず必要なのは、様々な調査研究によって、実態及び問題点を正確に把握することです。特に重

要と考えられるのは、本事業の活動の媒介となるコーディネーターへの質的・量的調査への実施、

そして学校や教員側の意識と取り組み実態の調査の実施です。全国各地の様々な地域の実情を把握

し、その中でコーディネーターや教員が置かれている現状や抱えている課題を抽出するため、ヒア

リング等による質的調査も欠かせません。これらを通じて、学校支援地域本部事業そのものが抱え

ている課題や必要な対応策も見えてくるでしょう。 

 上記の調査研究の成果を基にしたうえで、２および３に挙げたような具体的な支援の方策をリリ

ースしていくことが求められます。 

特に優先順位が高いのは、学校・地域住民・コーディネーター3 者の信頼関係の構築のために、
支援本部の事業を円滑に進めるための教材・支援キットの開発でしょう。具体的には、先述したス

ターターキット、あるいは情報の共有や議論などを促進するための ICT を用いたシステムの制作
があげられます。 

 次に、USEC前年度の活動によって明らかになった課題に対応するため、コーディネーターやボ
ランティアに対する研修の開発を行います。具体的には、学校におけるリスクマネジメントの重要

性を学ぶ研修（個人情報の管理、子ども達の安全を守るために必要な措置など）と、学校・地域間

の連携を促進させるためにコーディネーターに求められる促進的な関係づくりを学ぶ研修です。学
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校は「開かれた学校づくり」と「子どもの安全を守るための防犯対策」といった調整の難しい課題

を抱えています。学校との意思疎通を図るための危機管理を学ぶ研修の開発は欠かせません。また、

前述のとおり、コーディネーターは異なる世代・背景を持つ多くの人々とコミュニケーションを取

ることが求められる役割です。したがって、多様な人と関わり合い、さらにその人の意欲を引き出

すコミュニケーションが必要になります。コーチングやカウンセリングの技法を応用した、コミュ

ニケーションにおける重要なポイントを系統的に理解できる研修を設計します。 

 最後に、本事業を属人的なアプローチからシステム・アプローチへと移行させていくことにも積

極的に取り組んでいきます。本事業は 3年間という期間が決まった事業であり、常に予算がついて
継続していく取り組みというわけではありません。また、人材という側面においても、コーディネ

ーターや地域住民のボランティア、あるいは学校に所属する教員が常に同じ人になるという保障は

ありません。属人的なアプローチに頼りすぎると、中長期にわたる安定した活動は望みにくいと

USECは考えています。したがって、本事業がシステム・アプローチへと移行できるような取り組
みが求められます。具体的には、関係各所のコミュニケーションを促進させるオンラインシステム

の開発や、グループ組織の円滑な運営方法（ファシリテーション）の研修開発です。さらには、地

域コーディネーターをその地域の中で孤立させず、各地域や所管自治体の担当者とのコミュニケー

ションを促進させるために、コーディネーター同士のネットワークづくりなども視野に入れていま

す。 
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第３部 2008年度の活動報告 

１．設立記念シンポジウム 

平成 20年 7月 8日（火）13時 00分～16時 30分 於：アルカディア市ヶ谷 
来賓： 岩屋 毅 様［衆議院議員・自民党国会対策副委員長（開催時）］ 
来賓： 岡本 敏雄 様［電気通信大学大学院教授・日本情報科教育学会会長］ 

第１部 学校支援地域本部事業の活かし方 

 USECは「家庭と地域の教育力を高め、学校と有機的に連携して相乗効果を生み出すような教育
コミュニティの形成」を主目的の一つとして、一昨年から発足準備を進めて参りました。折しも認

可申請を行った 2007年の暮れに、文部科学省が同様のビジョンに基づく新事業「学校支援地域本
部事業」を立ち上げることが公になりました。この事業が各地で成果をあげることは USEC の目
的遂行に通じるものであることから、私たちは様々な観点・アプローチで本事業に支援・協力して

いきたいと考えました。 

 設立記念シンポジウムにおいては「学校支援地域本部事業の活かし方」と題して、文部科学省の

担当室長である佐藤弘毅様に基調講演をいただいたほか、各方面の専門家にご出席いただきパネル

ディスカッションを行いました。 

基調講演（抜粋） 

文部科学省生涯学習政策局社会教育課地域・学校支援推進室 佐藤 弘毅 室長 

 学校支援地域本部事業が今年度（2008年度）から始まりました。
一言でいえば、地域の力で学校を支えていこうという趣旨の事業で

す。USECの活動趣旨にも「学校を核として ICTを活用しながら地
域や家庭が連携して行くことを組織的に支援しますとあります」が、

まさにこのようなコミュニティを作ることが本事業の趣旨です。 

一昨年に教育基本法の改正がありまして「学校・家庭・地域の連

携」がうたわれ、また教育振興基本計画でも「縦の接続と横の連携

が重要」とされております。縦は、幼稚園から小中高大、生涯学習

とつながる軸です。横は、学校に限らず地域、国など社会全体で教育を担うという軸です。これに

従い、文部科学省では本事業の基本的な方向性を 3つ掲げました。 

１． 教育のさらなる充実＝教員や大人が子どもと向き合う時間を拡充する 
２． 生涯学習社会の実現＝自らの学習成果を子育てに生かす場を拡充する 
３． 地域の教育力の向上＝地域の活性化につながる顔の見える関係づくり・地域の連帯・街づ

くりの観点を重視する 
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 特に地域や家庭においては、若い父母と年配の方の中で世代間ギャップがあります。「子どもの

教育のため」という共通の視点で関わることで、そうしたギャップにも対応していきたいと考えて

おります。 

今年度予算の総額は約 50 億円で、この中で全国 1800 箇所の市町村に学校支援地域本部を設置
する予定でおります。本部の設置単位は中学校区を想定していますが、これは全国の平均を取ると

1 つの中学校に 2 つ小学校があることが理由です。また様々な地域で、既に地域や PTA による学
校支援は行われていますが、それを変えて新しいものを作るのではなく、むしろそれを充実させて

いくためのきっかけ作りや支援ができればということで 国として支援をはじめました。将来的に

は、各地域が自律的な形で進めていくことを念頭に置いています。 

パネルディスカッション（抜粋） 

パネリスト ：小平第二中学校ボランティアコーディネーター  布 昭子 様 
パネリスト ：元文京区立青柳小学校 PTA会長・都議会議員  増子博樹 様 
パネリスト ：横浜市自治会連合会推薦・横浜市議会議員   坂井 太 様 
アドバイザー ：文部科学省生涯学習政策局社会教育課地域・学校支援推進室 
                        佐藤弘毅 室長 
コーディネーター ：USEC理事（教育・研究担当）           平林慶史 

布：小平二中では、「地域で育てよう、健やかな子どもを

育てよう」を合言葉に、ボランティアによる学校支援に

取り組んでいます。もともとは平成 14年度より東京都の
モデル事業の指定をいただき、3 年に渡って「地域教育
サポートネット事業」に取り組みました。これを土台と

して平成 16 年度からはプラットホーム事業を上乗せさ
れて、下地が十分できたところに学校支援地域本部事業

の指定をいただきました。これまでの取り組みが基礎と

なって取り組むこの事業は、小平にとって必要不可欠なものだなと受け止めています。 

増子：布さんのお話を聞いていて、コーディネーターの役割は重要だ

と感じます。私が PTA会長していたところでも、布さんがおっしゃっ
たような試みはいくつかやっていますが、体系化されていないですね。

手伝ってほしい！といえばやってくれる地域の方も多いが、じゃあ何

を手伝えばいいの？という話になってしまいます。 

坂井：私の地域の保土ヶ谷でも、足りないといったら布さんですよ。

布さんがほしい。学校を支援する中で、やはりマンパワー（まとめる

人）は必要です。もう 1つは、先生との連携、学校との協力関係を築くという点ですね。校長が変
わったら、担当の先生が変わったら取り組みが変わってしまうということでは続けていけませんよ

ね。 
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佐藤：文部科学省としては、まだ始まったばかりですので、まずは色々な成功事例を集めて、活動

の参考にしていただくと、こういったところがスタートになると考えています。あとは、コーディ

ネーターやボランティアの研修経費も予算に計上していますので、関わる人々を支援することが、

まず文部科学省ができることでしょう。 

平林：学校と地域が交流していく上で必要なこととして、学校と地域の信頼関係の構築のためには、

ホームページや学校便りによる情報公開も重要だとUSECでは考えています。 

布：ボランティアさんとの連携を築く上で大事なことは、守秘義務を守ることですね。学校にも協

力してもらってボランティアルームを作ってもらったので、そこでボランティア同士で話す時間を

取っています。学校を一歩出たら、親にも子どもにも大切な人にも話しちゃいけないよって。 

佐藤：コーディネーターは有償ということで、予算を確保しています。

ボランティアへの謝金は考えていませんが、保険や活動費用は自治体が

持つものと考えています。学校本体の活動支援がメインになります。 

坂井：こうして皆様が集まり、議論したということは、大きな前進です。

学校も、地域も、ともに元気になっていくために、ともに頑張りましょ

う。 

 

２．全国学校支援コーディネーター協議会 東京城北大会 

2008年 11月 18日 於：文京シビックセンター 
来賓：成澤 廣修 様［文京区長］ 
来賓：根岸 創造 様［文京区教育長］ 

第１部 基調講演 学校支援地域本部事業について 
文部科学省生涯学習政策局社会教育課 地域・学校支援推進室長 佐藤弘毅 様 

学校支援地域本部事業のねらい、コーディネーターの役割の重要性に触れながらご講演いただきま

した。ありがとうございました。 

第２部 パネルディスカッション 「みんなで支える学校 みんなで育てる子どもたち」 

パネリスト： 小平第二中学校ボランティアコーディネーター 布  昭子 様 
パネリスト： 埼玉県さいたま市仲本小学校 前校長  上迫田健二 様 
コーディネーター  USEC理事（教育・研究担当）  平林 慶史  
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教員の負担軽減に本事業をつなげるために 

お手元の教育委員会の担当者向けアンケートの中間集計によれば、「本事業によって負担が増える教職

員もいるが、学校教員の負担軽減にもつながる」と考えている人が多いようです。 

布：正負両面があります。確かに子供たちの学びの場が豊かになり、先生方の力を豊かに生かすこ

とができます。その一方で教科や学年によっては、本事業の必要性の理解が進まないことで、先生

同士の気遣いなども負担になっているのではないでしょうか。 

上迫田： 確かに担当教員にとっては負担だと思います。でも、子どもの為を思えば、ということ

でやっている。現在は主に教頭が奮闘している状態です。 

布： まず子ども達の教育活動を行う学校のニーズありきだと思います。ボランティアに入るにし

ても、その方の思いだけでは支援はできません。学校のニーズと子ども達のためという目的を明確

にすること、その目的に適う支援をするコーディネーターがいることが、学校の負担軽減につなが

ると思います。 

学校から地域・家庭にどのような情報が伝えられるべきか 

布：ポイントは、学校が開いて頂かないと地域の人は入れないことです。小平の場合、校長・副校

長先生を中心に、職員会議でよく話し合ってくださったことが、大きな一歩でした。次は、ボラン

ティアに入る私たちと先生とのコミュニケーションをいかにとるかです。支援する側に最初に必要

なのは基本的な情報です。例えば、校内の見取り図や授業の時間割、先生方の名簿ですね。いま小

平二中では、基本情報をセットにして用意しています。ボランティアさん自体も、忙しい方ほど来

てくださいますので、お互い忙しい身を助けるためにも、最低限の情報を共有した上で、時間を取

ることが大事ですね。 

逆にボランティアの方、コーディネーターの方と言うのは学校に何を伝えるべきでしょうか？ 

布：自分は何ができるか？自分はどうしてこの支援にかかわるのか？をはっきりしておくのが大事

ですね。まず自分を知る、次に相手を知って理解することです。新しいボランティアさんの面接に

あたっても、動機が明確でない場合や、中途半端な関わりで一番困るのは生徒ですので、基本とな

る「自分は何のためにこの支援に入るのか」を色んな角度から聞いていきます。関わる動機が明確

であれば、先生方も依頼しやすくなります。なにか困難や悩みにぶつかったときに、立ち返るのは

そこです。目的をお互いにしっかり伝え合うことが、大事だと思います。 

上迫田： 学校側の立場から、何を伝えてほしいかと言う点ですが、授業を受け持つ教員からする

と、時間やカリキュラムが予め決められています。ですので、授業時間の範囲内で支援を行ってい

ただきたい。学年行事などに支援に入ってもらう場合は、学年全体での調整が必要となるので担当

教員だけでは決められないことも多く、決定までに時間がかかることもご理解頂きたいところです。 
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校外の方が、授業に参加することで生じる様々なリスクにどう対応するか 

ガイドラインを設ける、一定の審査基準を設ける、などの枠組みがないと校内の安全が守れないのではな

いでしょうか？もちろん、日ごろから地域社会と信頼関係を築いていくのは重要ですが。 

布：長いことやっておりますと、様々な方がいらっしゃいますが、大事な点は 3つあると思います。
まず、誰が言うかは大事です。コーディネーターが出すぎて問題を悪化させてはいけません。常日

頃から連絡を取りあいながら、大事な話は校長先生からお話しいただくことになっています。これ

が可能にしているのが 2つ目のポイントで、日ごろからの準備を怠らないことです。こんなことが
あったらどうするか、こんな人がきたらどうする、担当の先生とよく話し合います。必要な人には

情報を伝えておきます。最後に、ここまでやっても全てを回避できるわけではありませんが、気づ

いたらすぐ手を打つことです。 

上迫田：いまは家の連絡網を作るだけでも「自宅の電話番号が知られてしまう」とお叱りを受けて

しまいます。特に個人情報が外に漏れるということは、学校が極端に警戒します。事前に規約など

作って周知しておく、その経過に応じて対応すべき人がきちんと対応することに尽きるのではない

でしょうか。 

最後に 

布：本当に人と人をつなぐには、連絡をしっかりとらないとうまく行かない。準備を怠ることなく、

本番は軽やかに、振り返りもきっちりやらないと上手にいかないなとを感じております。コーディ

ネーターを続けるには、健康であることと、皆が良い意味で仲良くしていけることが、とても大事

です。そうした気持ちは先生や子どもたちに伝わっていきますしね。そう考えてみると、一番大切

なのはやはり楽しくやっていくことだなと思うのです。今日は本当にありがとうございました。 

３．全国学校支援コーディネーター協議会 神奈川大会 

2008年 12月 15日 於：かながわ県民センター 

祝辞：前文部科学大臣・衆議院議員  鈴木恒夫 様 

第１部 基調講演 学校支援地域本部の概要  

文部科学省生涯学習政策局社会教育課地域・学校支援推進室長 佐藤毅弘 様 

先進事例の DVD映像を交えて、本事業の現状と今後の展望も交えてご講演いただきました。あり
がとうございました。 

第２部 パネルディスカッション（抜粋） 

パネリスト・アドバイザー・コーディネーター 
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パネリスト 小平第二中学校ボランティアコーディネーター 布  昭子 様 
パネリスト 神奈川県ＰＴＡ協議会副会長   永野 康子 様 
パネリスト 元逗子小学校校長    井戸 貞介 様 
パネリスト 教育局生涯学習文化財課 主幹兼社会教育主事 鈴木 義邦 様 
アドバイザー 文部科学省生涯学習政策局社会教育課地域・学校支援推進室長 
        佐藤 弘毅 様 
コーディネーター  USEC理事（教育・研究担当）  平林 慶史  

論点 1：「支援のニーズ」の明確化 

学校が地域に対してどんな支援をしてほしいのか、その要請をもっと明確にすべきでなはいかと仮説をも

っております。 

布：最初に一番大事なことは、管理職の先生方が、どういう学校経営をなさりたいのか、それに対

してどんな計画をもってらっしゃるのかを、明確にしていることが大事かなと思います。 

ＰＴＡの方では学校が何に困っているのかということを、どういう形で把握されていましたか。 

永野：やはり子ども達の声ですね。授業中こういう状態だよ、先生がこういうふうに困っているよ

とか。あとは学校へ行ったときに先生がすごく大変そうだな、ここは私たち親がお手伝いできそう

だと気付くこともありました。ＰＴＡの本来の目的は、学校に足を運んで学校を知るということだ

と思っております。 

鈴木：学校支援の仕組みは、市町村や各学校の単位などである程度つくっています。つまりボラン

ティアが入っていない学校はないと思います。回覧板やホームページ、定期的なの会合で、校長な

どから情報発信はしております。支援の種類も色々あって、人数が多く必要なものもあれば、特技

や経験が要るものもありますね。 

井戸：学校便りを通じて発信していますが、抽象的になってしまって、具体的にどんな支援をすれ

ば良いのかが分かりづらいのかなと反省をしております。より具体化したものを立てて、地域の方

に応援を求める、つまり学校を開くことが大切かなと思います。 

布：支援する側としては、まず相手を知って理解することが大事だと思い、大学の先生をお招きし

て、教員文化について色々勉強させていただきました。例えば、先生方はとてもお忙しいので、打

ち合わせしたことは必ずメモで残し、互いに共有するなどですね。とても理解が深まりまして、先

生方とのコミュニケーションがよくなりました。 

論点 2：「支援リソース」の明確化 

永野：PTA は広報や校外委員など、一年間同じ仕事につきます。ただ、そうなると負担が多くな
って手が足りなくなることもあるのですね。そこで、1つ 1つの学校行事に 1回ずつスタッフを募
集してみました。その結果、手伝いたくても仕事や家の事情でこられない保護者の方が、年に一度




